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１．はじめに 

  我々は、これまで研究大会で生活科・総合的な学習の時間の実践に内在する問題点を整理し、

子どもたちが生活者となって生きていく少子高齢・人口減少社会が進行する社会の特徴と課題、

並びにその課題を解決するうえで必要となる資質はどんなものなのか提案してきた。 

本発表では、これまでの研究成果を受けて平成 25年度に静岡で米津が行った授業実践を見直

して、少子高齢・人口減少社会を生きていくことを余儀なくされる子どもたちに生活科・総合

的な学習の時間を通して身に付くようにしていかなければならない資質について提案する。そ

の上で、これからの生活科・総合的な学習の時間の課題と可能性を示す。 

２．授業実践「バス停がなくなった」の概要 

  分析対象の実践は、平成 25 年度に米津が取り組んだ小学校第３学年「バス停がなくなった」

である。この実践では、子どもたちの予想とは違った出来事が次から次へと起こり、その度に、

子どもたちは、計画を変更しながら柔軟に追究活動を続けることとなる。   
１学期の学習で地域の先人の働きを学んだ子どもたちは、「地域のためになることを私たちも

してみたい」と考え、校区にあるバス停にベンチを設置する計画を立てた。しかし、子どもた

ちがベンチ作りを始めた９月末、突然路線バス停が撤去され、路線タクシーへと変更された。

そのため、バス停にベンチを設置する計画は中止となった。 
路線バスの廃止により困っている人が多いと考えた子どもたちは、友達や保護者、祖父母に

アンケート調査を行った。その結果、「路線バスが廃止されたことをほとんどの人が知らなかっ

たこと」「路線バスが走らなくなったことを寂しいとは感じているが、不便だと感じている人は

ほとんどいないこと」などが分かった。子どもたちの予想とは全く正反対の結果であった。 
市の交通対策室の方を招き、路線バスから路線タクシーにかわった経緯や路線タクシーの利

用の仕方について学んだ。その後、路線タクシーの乗車体験をした。路線タクシーの便利さに

驚いた子どもたちは、路線タクシーの利用者は増えていると考えた。そして、アンケート調査

を行った。しかし、路線タクシーを利用している人ほとんどいなかった。 
子どもたちは、路線タクシーの利用の仕方をパンフレットにまとめて、保護者や友達に伝え

た。今後は、路線タクシーの便利さを地域の人にも伝えていきたいと考えている。 
３．成果と課題 

  本実践の成果の一つは、少子高齢・人口減少社会が公共交通などの社会環境を変化させるこ

とを子どもたちが実感できたことである。もう一つの成果は、予想とは違った出来事に対して

投げ出すことなく最後まで追究することができたことである。 

少子高齢・人口減少社会の進行によって、今後急激に起こるであろう社会環境の変化に柔軟

に対応していく力を子どもたちに育むためには、どんな総合的な学習を行えばよいのか。この

問いに対し、われわれは、子どもたちの活動と変化を詳細に辿ることから検討を進めた。その

結果については、資料とともに発表時に提示したい。 
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―幼稚園・保育園・こども園での育ちと学びを視野に― 

馬居政幸Ａ、○田宮縁Ｂ、米津英郎Ｃ、新村弘道Ｄ、渡部和則 E、佐藤久美子Ｆ、崔松姫Ｇ、山田万里奈Ｈ、 

静岡大学Ａ、静岡大学Ｂ、静岡県富士宮市立内房小学校Ｃ、静岡県焼津市立黒石小学校Ｄ，秋田県秋田市

立高清水小学校 E、静岡県伊東市立大池小学校Ｆ、韓国ｿｳﾙ市立ｿﾝﾊﾟ初等学校Ｇ、静岡大学大学院 2 年Ｈ 

１．はじめに 

本研究の目的は、少子高齢化の進行による人口減少社会に生きることを余儀なくされる現在の

子どもたちに必要な資質を育む生活科・総合的な学習の時間の課題と可能性を明らかにすること

である。そのために、具体的な生活科・総合的学習の授業実践の分析によって得た育成すべき資

質とその方法について検討を重ね、その結果について、第 15 回富山大会から本年度埼玉大会も

含めて、５度にわたり報告してきた。 
他方、本埼玉大会が 23 回目であるように、生活科と総合的学習の時間が実践される学校の置

かれた状況と子どもたちが生きる世界の構造は恒常的な変化のなかにある。特に、00 年代に進行

した産業構造の変化が要請する担い手の資質と学校教育とのズレは大きい。われわれは、この変

化の特性と子どもたちが担わざるをえない社会の課題を改めて問い直す作業を試みた。 
その第一歩として、今年度から子ども・子育てに関する制度が大きく変化することを積極的に

位置づけ、生活科・総合的学習の時間での育ちと学びの基盤を形成する幼稚園・保育園・こども

園での実践に注目した。 
２．幼稚園・保育園・こども園での育ちと学びの特性 

藤原和博（元杉並区立和田中学校長）は、「ジグソーパズル」と「レゴ」の違いと、今、求めら

れている力が変化していると述べる（畑村洋太郎ほか著『気づく力』プレジデント社）。つまり、

産業界では、決まった仕事を正確に早く遂行する能力から創造的な仕事を行う能力へと求められ

る力が変化してきている。その力として、基礎的な学力の習得やコミュニケーション能力が重視

されるが、いわゆる受験学力とは異なる。それは状況の変化や相手の多様性に「気づく力」、「考

える力」、「行動する力」である。しかも、臨機応変に対処する「柔軟性」と環境に主体的にかか

わる「積極性」が重要になる。 
その場の状況の中で関係性を見つけ、よりよい選択をしていくためには、挑戦したり、失敗し

たりする経験を積むことが重要であり、そういった能力は、子ども時代に「きちんと遊ぶこと」

でしか培われない。幼児教育は、環境を通して行う教育を基本としており、遊びを通して総合的

に指導している。保育者により教育的意図をもって構成された環境の中で、興味や関心に基づき

遊びや生活を創造する。環境に主体的にかかわることで、発達段階に応じた学び、コミュニケー

ション能力、状況や相手にあわせる柔軟性などを培っていく。 
新たな子ども・子育て支援新制度では、「幼児期の学校教育・保育の一体的提供」や「保幼小連

携」という文言が随所に使用されているが、幼児期の学校教育の内容、幼小連携の方法について、

具体的な提案はなされていない。教科書を中心とした小学校以上の教育とは違い、幼児教育は、

大綱化された教育要領、保育指針に基づき、保育者が、子どもの実態や課題を把握した上で、個々

の子どもに基づいた教材を選択し、教材研究を行い、そして、具体的な環境として構成していく。

したがって、保育者自身の研鑽や十分な時間の確保が必要である。また、幼小連携の議論につい

ても、「小一プログレム」という文言が流布している間は、幼児期に一定の型を教え込むことを重

視した指導計画に偏りがちで、今求められている力を育成する保育内容の検討にまで至らない。 
 発表時には、米津学級の保護者へのインタビュー調査に基づく考察と課題を提示する。 


